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○ 総 務 省 令 第    号 
電 波 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 三 十 一 号 ） の 規 定 に 基 づ き 、 及 び 同 法 を 実 施 す る た め 、 電 波 法 施 行

規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。 

令 和   年   月   日 

総 務 大 臣  武 田  良 太 

電 波 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 

（ 電 波 法 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ） 

第 一 条  電 波 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。 

 次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る

規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定

は 、 こ れ を 加 え る 。 
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改  正  後 改  正  前 
（ 通 信 設 備 ）  （ 通 信 設 備 ） 

第 四 十 四 条 法 第 百 条 第 一 項 第 一 号 の 規 定 に よ る 許 可 を 要 し な い 通 信 設 備 は 、 次 に 掲 げ る も の と 

 す る 。 

第 四 十 四 条 法 第 百 条 第 一 項 第 一 号 の 規 定 に よ る 許 可 を 要 し な い 通 信 設 備 は 、 次 に 掲 げ る も の と 

 す る 。 

 一 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 （ 電 力 線 に 一 〇kHz 以 上 の 高 周 波 電 流 を 重 畳 し て 通 信 を 行 う 設 備 を い 

  う 。 以 下 同 じ 。 ） で あ つ て 、 次 に 掲 げ る も の 

一 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 （ 電 力 線 に 一 〇kHz 以 上 の 高 周 波 電 流 を 重 畳 し て 通 信 を 行 う 設 備 を い 

 う 。 以 下 同 じ 。 ） で あ つ て 、 次 に 掲 げ る も の 

  ⑴ 定 格 電 圧 六 〇 〇 ボ ル ト 以 下 及 び 定 格 周 波 数 五 〇 ヘ ル ツ 若 し く は 六 〇 ヘ ル ツ の 単 相 交 流 若 

   し く は 三 相 交 流 を 通 ず る 電 力 線 を 使 用 す る も の 又 は 直 流 を 通 ず る 電 力 線 を 使 用 す る も の 

   （ 鋼 船 内 で 使 用 す る も の に 限 る 。 ） で あ つ て 、 そ の 型 式 に つ い て 総 務 大 臣 の 指 定 を 受 け た 

   も の 

 ［ ⑵ 略 ］ 

［ 二 略 ］ 

２ 前 項 第 一 号 の ⑴ の 総 務 大 臣 の 指 定 は 、 次 に 掲 げ る 区 分 ご と に 行 う 。 

 一 一 〇 ㎑ か ら 四 五 〇 ㎑ ま で の 周 波 数 の 搬 送 波 を 使 用 す る 次 に 掲 げ る 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 （ 定 

  格 電 圧 一 〇 〇 ボ ル ト 又 は 二 〇 〇 ボ ル ト 及 び 定 格 周 波 数 五 〇 ヘ ル ツ 又 は 六 〇 ヘ ル ツ の 単 相 交 流 

  を 通 ず る 電 力 線 を 使 用 す る も の に 限 る 。 ） 

  ⑴ 定 格 電 圧 一 〇 〇 ボ ル ト 又 は 二 〇 〇 ボ ル ト 及 び 定 格 周 波 数 五 〇 ヘ ル ツ 又 は 六 〇 ヘ ル ツ の 単 

   相 交 流 を 通 ず る 電 力 線 を 使 用 す る も の で あ つ て 、 そ の 型 式 に つ い て 総 務 大 臣 の 指 定 を 受 け 

   た も の 

 

 ［ ⑵ 同 上 ］ 

［ 二 同 上 ］ 

２ ［ 同 上 ］ 

 一 一 〇 ㎑ か ら 四 五 〇 ㎑ ま で の 周 波 数 の 搬 送 波 を 使 用 す る 次 に 掲 げ る 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 

 ［ ⑴ ～ ⑶ 略 ］ 

 二 一 般 の 需 要 に 応 じ た 電 気 の 供 給 に 係 る 分 電 盤 で あ つ て 、 一 般 送 配 電 事 業 者 （ 電 気 事 業 法 第 

  二 条 第 一 項 第 九 号 に 規 定 す る 一 般 送 配 電 事 業 者 を い う 。 ） が 維 持 し 、 及 び 運 用 す る 電 線 路 と 

  直 接 に 電 気 的 に 接 続 さ れ 引 込 口 に お い て 設 置 さ れ る も の か ら 負 荷 側 、 又 は 鋼 船 内 に 設 置 さ れ 

  た 配 電 盤 か ら 負 荷 側 に お い て 、 二 ㎒ か ら 三 〇 ㎒ ま で の 周 波 数 の 搬 送 波 に よ り 信 号 を 送 信 

  し 、 及 び 受 信 す る 次 に 掲 げ る 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 （ 以 下 「 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 」 と い 

  う 。 ） で あ つ て 、 次 に 掲 げ る も の 

  ⑴ 屋 内 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 （ 屋 内 （ 鋼 船 内 を 含 む 。 ） 及 び 総 務 大 臣 が 別 に 告 示 す る 

   場 合 に お い て の み 使 用 す る 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 

 ［ ⑵ 略 ］ 

 

（ 指 定 ） 

第 四 十 六 条 の 二 総 務 大 臣 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 申 請 が あ つ た 場 合 に お い て 、 次 の 各 号 の 区 別 に 

 従 い 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 条 件 に 適 合 し て い る も の と 認 め た と き は 、 当 該 申 請 に 係 る 設 備 の 型 式 

 に つ い て 指 定 を 行 う 。 

［1 ～ 三 略 ］ 

 四 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 

 ［ ⑴ 略 ］ 

  ⑵ 伝 導 妨 害 波 の 電 流 及 び 電 圧 並 び に 放 射 妨 害 波 の 電 界 強 度 は 、 次 の ㈠ か ら ㈣ ま で の 各 表 に 

   定 め る 値 以 下 で あ る こ と 。 た だ し 、 通 信 線 又 は そ れ に 相 当 す る 部 分 が 一 の 筐 体 内 に 収 容 さ 

 ［ ⑴ ～ ⑶ 同 上 ］ 

 二 一 般 の 需 要 に 応 じ た 電 気 の 供 給 に 係 る 分 電 盤 で あ つ て 、 一 般 送 配 電 事 業 者 （ 電 気 事 業 法 第 

  二 条 第 一 項 第 九 号 に 規 定 す る 一 般 送 配 電 事 業 者 を い う 。 ） が 維 持 し 、 及 び 運 用 す る 電 線 路 と 

  直 接 に 電 気 的 に 接 続 さ れ 引 込 口 に お い て 設 置 さ れ る も の か ら 負 荷 側 に お い て 二 ㎒ か ら 三 〇 

  ㎒ ま で の 周 波 数 の 搬 送 波 に よ り 信 号 を 送 信 し 、 及 び 受 信 す る 次 に 掲 げ る 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 

  （ 以 下 「 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 」 と い う 。 ） で あ つ て 、 次 に 掲 げ る も の 

 

  ⑴ 屋 内 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 （ 屋 内 に お い て の み 使 用 す る 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 

   を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 

 ［ ⑵ 同 上 ］ 

 

（ 指 定 ） 

第 四 十 六 条 の 二 ［ 同 上 ］ 

 

 

［ 一 ～ 三 同 上 ］ 

 四 ［ 同 上 

 ［ ⑴ 同 上 ］ 

  ⑵ ［ 同 上 ］ 

 



 

 

3
頁
 

   れ て い る 場 合 は 、 ㈢ の 規 定 は 、 適 用 し な い 。 

 ［ ㈠ ～ ㈢ 略 ］ 

  ㈣ 通 信 状 態 に お け る 放 射 妨 害 波 の 電 界 強 度 

    ［ 表 略 ］ 

 ［ ⑶ ～ ⑸ 略 ］ 

  ⑹ 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 以 外 の 機 能 を 有 す る 設 備 に あ っ て は 、 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 

   設 備 の 機 能 の み を 容 易 に 停 止 す る こ と が 可 能 で あ る こ と 。 

 

 

 

  ［ ㈠ ～ ㈢ 同 上 ］ 

   ㈣ 放 射 妨 害 波 の 電 界 強 度 

［ 表 同 上 ］ 

 ［ ⑶ ～ ⑸ 同 上 ］ 

  ［ 新 設 ］ 

  

 

 

 

別表第六号 許可を要しない高周波利用設備の変更の工事(第45条の２関係) 

 

第1 装置の全部について変更の工事をする場合 

 

変更の工事のうち軽微なものとするもの 適用の条件 

1 通信設備の変更の工事のうち次に掲げる 

 もの 

(1) 送信装置の変更の工事 

 

 

(2) 電源濾ろ波器(装置の筐きよう体内に収め 

  られているものを除く。)の変更の工事 

 

 

 

(3) 高周波塞そく流線輪(装置の筐きよう体内 

  に収められているものを除く。)の変更の 

 工事 

 

 

  当該部分の全部について撤去する場合に

限る。 

 

 当該部分の全部について取り替える場合

(電気的特性を低下させることとなる場合を

除く。)又は増設する場合(新たに附設する

場合を含む。)に限る。 

 

 当該部分の全部について取り替える場合

(電気的特性を低下させることとなる場合を

除く。)又は増設する場合(新たに附設する

場合を含む。)に限る。 

2 通信設備以外の設備の変更の工事のうち  

 次に掲げるもの 

(1) 高周波発生装置の変更の工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当該部分の全部について撤去する場合、

又は当該部分の全部の取替えであって次に

掲げる条件に適合する場合に限る。 

1 無線設備規則第65条第１項第１号から第 

 ４号までに該当するものであること。 

2 使用周波数又は発振の方式に変更をきた 

 すこととならない場合であること。 

3 占有周波数帯幅又は周波数変動幅が拡大 

 することとならない場合であること。 

4 高周波出力が増加することとならない場 

別表第六号 許可を要しない高周波利用設備の変更の工事(第45条の２関係) 

 

第1 装置の全部について変更の工事をする場合 

 

変更の工事のうち軽微なものとするもの 適用の条件 

1 通信設備の変更の工事のうち次に掲げる  

 もの 

(1) 送信装置の変更の工事 

 

 

(2) 電源濾ろ波器(装置の筐きよう体内に収め 

   られているものを除く。)の変更の工事 

 

 

 

(3) 高周波塞そく流線輪(装置の筐きよう体内 

   に収められているものを除く。)の変更の 

   工事 

 

 

 当該部分の全部について撤去する場合に

限る。 

 

 当該部分の全部について取り替える場合

(電気的特性を低下させることとなる場合を

除く。)又は増設する場合(新たに附設する

場合を含む。)に限る。 

 

 当該部分の全部について取り替える場合

(電気的特性を低下させることとなる場合を

除く。)又は増設する場合(新たに附設する

場合を含む。)に限る。 

2 通信設備以外の設備の変更の工事のうち 

 次に掲げるもの 

(1) 高周波発生装置の変更の工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当該部分の全部について撤去する場合 
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(2) 電源濾ろ波器(装置の筐きよう体内に収め 

   られているものを除く。)の変更の工事 

 

 

 

(3) 遮蔽しやへい室の変更の工事 

 

 

 

 合であること。 

5 当該部分の性能を低下させない場合であ 

 ること。 

 

 当該部分の全部について取り替える場合

(電気的特性を低下させることとなる場合を

除く。)又は増設する場合(新たに附設する

場合を含む。)に限る。 

 

 当該部分の全部について撤去する場合又

は取り替える場合(いずれも遮蔽しやへい効果

を低下させることとなる場合を除く。)若し

くは増設する場合(新たに附設する場合を含

み，遮蔽しやへい効果を低下させることとなる

場合を除く。)に限る。 
 

 

 

 

 

(2) 電源濾ろ波器(装置の筐きよう体内に収め 

   られているものを除く。)の変更の工事 

 

 

 

(3) 遮蔽しやへい室の変更の工事 

 

 

 

 

 

 

 

 当該部分の全部について取り替える場合

(電気的特性を低下させることとなる場合を

除く。)又は増設する場合(新たに附設する

場合を含む。)に限る。 

 

 当該部分の全部について撤去する場合又

は取り替える場合(いずれも遮蔽しやへい効果

を低下させることとなる場合を除く。)若し

くは増設する場合(新たに附設する場合を含

み，遮蔽しやへい効果を低下させることとなる

場合を除く。)に限る。 
 

［第２ 略］ ［第２ 同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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（ 無 線 局 免 許 手 続 規 則 の 一 部 改 正 ） 

第 二 条  無 線 局 免 許 手 続 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。 

 次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る

改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る そ の 標

記 部 分 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 は 、 こ れ を 加 え る 。 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

別表第九号 高周波利用設備の許可申請書及び添付書類の様式（第26条関係） 

[ 第 1  略 ]  

第 2  添付書類 ( 設備規則第60条第 2 号の規定の適用を受ける電力線搬送通信設備の場合を

除く。)(第26条第 2 項及び第29条第 1 項関係 )  

 

  

  

 

 

高周波利用設備

(  装置分 )  

申 請 書 

届 出 書 

( 注 2)  

( 注 １ ) の 添 付 書 類 
※ 整 理 

 番 号 
 

 

 

(装 置 の 別 ) 
(1)使用 

周波数 

(2) 発 振

方 式 

 

 

 

(4)高周

波出力 

(5)負 荷 と

電 極 の 結

合 方 式 

 

       

(装 置 の 別 ) (7)遮蔽部分 (8)機器の製造者名 (9)機器の型式又は名称 (10)機器の製造番号 

     

(11) 高 周 波

そ く 流 線 輪 

(12) 電 源

ろ 波 器 
(13) 遮蔽室等 

(14) そ の 他 の

工 事 設 計 
(15) 添付図面 

□ 有 

 

 

□ 無 

 

ア  遮蔽室 

  □有  □無 

  材料 

構造 

イ 設備を設置する 

建物の構造 

 

□ア  線路 系統図 

□イ 装置の系統図 

□ウ 装置の外観を 

示す図又は写真 

(16) 設備規則第 65 条第 1 項における区別 (17) 定格入力電力 

  

(18) 無変調搬送波状の妨害波の発生 (19)無変調搬送波状以外の変動妨害波の発生 

     □有    □無      □有    □無 

2 設置場所付近の図面 □設置場所付近の建造物等の状況を示す図 

3  参 考 事 項    

  ふ り が な    
6 設備の種別   

4  氏 名 又 は 名 称    

5  住 所   

 

 

別表第九号 高周波利用設備の許可申請書及び添付書類の様式（第26条関係） 

[ 第 1  同左 ]  

第 2  添付書類 ( 設備規則第60条第 2 号の規定の適用を受ける電力線搬送通信設備の場合を

除く。)(第26条第 2 項及び第29条第 1 項関係 )  

 

  

  

 

 

高周波利用設備

(  装置分 )  

申 請 書 

届 出 書 

( 注 2)  

( 注 １ ) の 添 付 書 類 
※ 整 理 

 番 号 
 

 

 

(装 置 の 別 ) 

(1)使用 

周波数 

(2) 発 振

方 式 

 

 

 

(4)高周

波出力 

(5)負 荷 と

電 極 の 結

合 方 式 

 

       

(装 置 の 別 ) (7)遮蔽部分 (8)機器の製造者名 (9)機器の型式又は名称 (10)機器の製造番号 

     

(11) 高 周 波

そ く 流 線 輪 

(12) 電 源

ろ 波 器 
(13) 遮蔽室等 

(14) そ の 他 の

工 事 設 計 
(15) 添付図面 

□ 有 

□ 無 
 

ア  遮蔽室 

  □有  □無 

  材料 

構造 

イ 設備を設置する 

建物の構造 

 

□ア  線路 系統図 

□イ 装置の系統図 

□ウ 装置の外観を 

示す図又は写真 

(16) 設備規則第 65 条第 1 項における区別 (17) 定格入力電力 

  

(18) 無変調搬送波状の妨害波の発生 (19)無変調搬送波状以外の変動妨害波の発生 

     □有    □無      □有    □無 

2 設置場所付近の図面 □設置場所付近の建造物等の状況を示す図 

3  参 考 事 項    

  ふ り が な    
6 設備の種別   

4  氏 名 又 は 名 称    

5  住 所   

長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

辺 

(3) 占有周波

数帯幅又は周

波数変動幅 

(6) 装置内

電源ろ波器 

1  

 

工  

事  

設  

計  

長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

辺 

(3) 占有周波

数帯幅又は周

波数変動幅 

(6) 装置内

電源ろ波器 

1  

 

工  

事  

設  

計  
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7  設 置 の 目 的    

8  設 置 場 所    

9 高周波電流を 

通 ず る 線 路  

(1) 種 別  (2) 区間 10  許 可 の 番 号 11 許 可 の 年 月 日 

        

12 電波法施行規則別表第六号第1の表2の項の(1)の適用の条件への適合  □適合している □適合していない 

 

 
 

 
 

 

 

  

  

 

     
 

 

 

注１ 不要の文字は抹消すること。 

 ２ ２以上の装置を一の申請書又は届出書に記載する場合は、その装置の数を記載すること 

（第26条第１項参照）。 

 ３ 各欄の記載は、次のとおりとすること。 

 

区 別 記 載 す る 欄 備 考 

1  電力

線搬送

通信設

備、誘

導式通

信設備

又は誘

導式読

み書き

通信設

備 ( 以

下この

様式に

おいて

「通信

設備」

とい

う。 )  

(1)  新設許可の申請

( 法第 100 条第 1 項

の許可の申請をい

う。以下この表にお

いて同じ。 ) の場合 

1 の (1) 、 (2) 、 (3) 、

(4) 、 (8) 、 (9) 、

(10) 、(11)(注1)、 (12) 、

(14) 及び (15) 、 3 から 8

まで並びに9(注1) 

( 注1)電力線搬送通

信設備及び誘導式

通信設備の場合に

限る。 

( 注2)行政手続等に

おける情報通信技

術の利用に関する

法律 ( 平成14年法

律第 151 号 ) 第 3

条第 1 項の規定に

よる電子情報処理

組織を使用せず

に、申請等を行う

場合においては、

記載事項を変更す

る欄に限る。 

( 注 3)8 の欄又は 9

の欄の記載事項を

(2)  変更の許可の申請

又は届出 ( 法第 100

条第 5 項において準

用する法第17条の許

可又は届出をいう。

以下この表において

同じ。 ) の場合 

1 の (1)( 注2)、 (2)( 注

2)、 (3)( 注2)、 (4)( 注

2)、 (8)( 注2)、 (9)( 注

2)、(10)(注2)、(11)(注

2)、(12)(注2)、(14)(注2)

及び(15)(注2)、 3 、 4 、

5 、6(注3)、7(注3)、

8(注3)、9(注3)、10並び

に11 

7  設 置 の 目 的    

8  設 置 場 所    

9 高周波電流を 

通 ず る 線 路  

(1) 種 別  (2) 区間 10  許 可 の 番 号 11 許 可 の 年 月 日 

        

※ 備 考  

 

 
 

 
 

 

    

 

     
 

 

 

注１ 不要の文字は抹消すること。 

 ２ ２以上の装置を一の申請書又は届出書に記載する場合は、その装置の数を記載すること 

（第26条第１項参照）。 

 ３ 各欄の記載は、次のとおりとすること。 

 

区 別 記 載 す る 欄 備 考 

1  電力

線搬送

通信設

備、誘

導式通

信設備

又は誘

導式読

み書き

通信設

備 ( 以

下この

様式に

おいて

「通信

設備」

とい

う。 )  

(1)  新設許可の申請

( 法第 100 条第 1 項

の許可の申請をい

う。以下この表にお

いて同じ。 ) の場合 

1 の (1) 、 (2) 、 (3) 、

(4) 、 (8) 、 (9) 、

(10) 、(11)(注1)、 (12) 、

(14) 及び (15) 、 3 から 8

まで並びに9(注1) 

( 注1)電力線搬送通

信設備及び誘導式

通信設備の場合に

限る。 

( 注2)行政手続等に

おける情報通信技

術の利用に関する

法律 ( 平成14年法

律第 151 号 ) 第 3

条第 1 項の規定に

よる電子情報処理

組織を使用せず

に、申請等を行う

場合においては、

記載事項を変更す

る欄に限る。 

( 注 3)8 の欄又は 9

の欄の記載事項を

(2)  変更の許可の申請

又は届出 ( 法第 100

条第 5 項において準

用する法第17条の許

可又は届出をいう。

以下この表において

同じ。 ) の場合 

1 の (1)( 注2)、 (2)( 注

2)、 (3)( 注2)、 (4)( 注

2)、 (8)( 注2)、 (9)( 注

2)、(10)(注2)、(11)(注

2)、(12)(注2)、(14)(注2)

及び(15)(注2)、 3 、 4 、

5 、6(注3)、7(注3)、

8(注3)、9(注3)、10並び

に11 

短               辺   ( 日本産業規格 A 列 4 番 )  

※ 

備 

考 

←
2
5
ミ

リ
メ

ー
ト

ル
→

 

短               辺   ( 日本産業規格 A 列 4 番 )  

←
2
5
ミ

リ
メ

ー
ト

ル
→
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2  医療

用設

備、工

業用加

熱設備

又は各

種設備 

(1)  新設許可の申請の

場合 
1 の (1) 、 (2) 、 (3) 、

(4) 、 (5) 、 (6) 、

(7) 、 (8) 、 (9) 、

(10) 、 (12) 、 (13) 、

(14) 、 (15) 、 (16) 、

(17) 、(18)(注4)及び

(19)(注5)並びに 2 から 8

まで 

変更する場合に限

る。 

( 注4)設備規則第65

条第 1 項第 1 号及

び第 3 号の設備で

あつて、400MHzを

超える周波数で動

作するものの場合

に限る。 

( 注5)設備規則第65

条第 1 項第 1 号の

設備であつて、

400MHzを超える周

波数で動作するも

のの場合に限る。 

( 注6)施行規則別表

第六号第１の表 2

の項の (1) の高周

波発生装置の変更

の工事であつて、

当該部分の全部の

取替えの場合に限

る。 

 

 

(2)  変更の許可の申請

又は届出の場合 
1 の (1)( 注2)、 (2)( 注

2)、 (3)( 注2)、 (4)( 注

2)、 (5)( 注2)、 (6)( 注

2)、 (7)( 注2)、 (8)( 注

2)、 (9)( 注2)、(10)(注

2)、(12)(注2)、(13)(注

2)、(14)(注2)、(15)(注

2)、(16)(注2)、(17)(注

2)、(18)(注2)及び ( 注4)

並びに(19)(注2)及び ( 注

5)、2(注2)、 3 、 4 、

5 、6(注3)、7(注3)、

8(注3)、10、11並びに12

（注 6 ） 

 

[ 注４～31 略 ]  

 

32 変更の許可の申請又は届出の場合は、注 1 から注30まで（注16を除く。）によるほか、次 

によること。 

(1) 変更に係る事項は、該当欄に変更後の事項を記載すること。 

(2) 5 の欄から11の欄まで（ 8 の欄及び 9 の欄は、当該欄の事項に係る変更の場合を除

く。）は、許可状の記載事項により記載すること。 

(3) 12の欄の□には、該当する事項にレ印を付けること。 

 

2  医療

用設

備、工

業用加

熱設備

又は各

種設備 

(1)  新設許可の申請の

場合 
1 の (1) 、 (2) 、 (3) 、

(4) 、 (5) 、 (6) 、

(7) 、 (8) 、 (9) 、

(10) 、 (12) 、 (13) 、

(14) 、 (15) 、 (16) 、

(17) 、(18)(注4)及び

(19)(注5)並びに 2 から 8

まで 

変更する場合に限

る。 

( 注4)設備規則第65

条第 1 項第 1 号及

び第 3 号の設備で

あつて、400MHzを

超える周波数で動

作するものの場合

に限る。 

( 注5)設備規則第65

条第 1 項第 1 号の

設備であつて、

400MHzを超える周

波数で動作するも

のの場合に限る。 

 

(2)  変更の許可の申請

又は届出の場合 
1 の (1)( 注2)、 (2)( 注

2)、 (3)( 注2)、 (4)( 注

2)、 (5)( 注2)、 (6)( 注

2)、 (7)( 注2)、 (8)( 注

2)、 (9)( 注2)、(10)(注

2)、(12)(注2)、(13)(注

2)、(14)(注2)、(15)(注

2)、(16)(注2)、(17)(注

2)、(18)(注2)及び ( 注4)

並びに(19)(注2)及び ( 注

5)、2(注2)、 3 、 4 、

5 、6(注3)、7(注3)、

8(注3)、10並びに11 

 

[ 注４～31 同左 ]  

 

32 変更の許可の申請又は届出の場合は、注 1 から注30まで（注16を除く。）によるほか、次 

によること。 

(1) 変更に係る事項は、該当欄に変更後の事項を記載すること。 

(2) 5 の欄から11の欄まで（ 8 の欄及び 9 の欄は、当該欄の事項に係る変更の場合を除

く。）は、許可状の記載事項により記載すること。 

 

［第３ 略］ ［第３ 同左］ 

  

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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（ 無 線 設 備 規 則 の 一 部 改 正 ） 

第 三 条  無 線 設 備 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。 

  次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規

定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。 

  



 

 

1
0
頁
 

 

 

 

 

改  正  後 改  正  前 
（ 周 波 数 の 範 囲 等 ）  （ 周 波 数 の 範 囲 等 ） 

第 五 十 九 条 次 の 各 号 に 掲 げ る 通 信 設 備 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 適 合 す る も の で な け れ ば な ら な 

 い 。 た だ し 、 総 務 大 臣 が 別 に 告 示 す る も の に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。 

 一 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 （ 施 行 規 則 第 四 十 四 条 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す る 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 を 

  い う 。 以 下 同 じ 。 ） に あ つ て は 、 一 〇 ㎑ か ら 四 五 〇 ㎑ ま で の 周 波 数 を 使 用 す る も の 又 は 定 格 

  電 圧 六 〇 〇 ボ ル ト 以 下 及 び 定 格 周 波 数 五 〇 ヘ ル ツ 若 し く は 六 〇 ヘ ル ツ の 単 相 交 流 若 し く は 三 

  相 交 流 を 通 ず る 電 力 線 又 は 直 流 を 通 ず る 電 力 線 を 使 用 す る も の （ 鋼 船 内 で 使 用 す る も の に 限 

  る 。 ） を 使 用 し 、 か つ 、 同 条 第 二 項 第 二 号 に 規 定 す る 分 電 盤 か ら 負 荷 側 又 は 鋼 船 内 に 設 置 さ 

  れ た 配 電 盤 か ら 負 荷 側 に お い て 、 二 ㎒ か ら 三 〇 ㎒ ま で の 周 波 数 

  を 使 用 す る も の で あ る こ と 。 

第 五 十 九 条 次 の 各 号 に 掲 げ る 通 信 設 備 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 適 合 す る も の で な け れ ば な ら な 

 い 。 た だ し 、 総 務 大 臣 が 別 に 告 示 す る も の に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。 

 一 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 （ 施 行 規 則 第 四 十 四 条 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す る 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 を 

  い う 。 以 下 同 じ 。 ） に あ つ て は 、 一 〇 ㎑ か ら 四 五 〇 ㎑ ま で の 周 波 数 を 使 用 す る も の 又 は 定 格 

  電 圧 一 〇 〇 ボ ル ト 又 は 二 〇 〇 ボ ル ト 及 び 定 格 周 波 数 五 〇 ヘ ル ツ 若 し く は 六 〇 ヘ ル ツ の 単 相 交 

  流 を 通 ず る 電 力 線 を 使 用 し 、 か つ 、 同 条 第 二 項 第 二 号 に 規 定 す る 分 電 盤 か ら 負 荷 側 に お い て 

  二 ㎒ か ら 三 〇 ㎒ ま で の 周 波 数 を 使 用 す る も の で あ る こ と 。 

 

 

［ 二 略 ］ 

［ ２ ～ ３ 略 ］ 

［ 二 同 上 ］ 

［ ２ ～ ３ 同 上 ］ 

 

（ 漏 え い 電 界 強 度 等 の 許 容 値 ） 

第 六 十 条 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 は 、 次 の 各 号 に 適 合 す る も の で な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 第 五 

 十 九 条 第 一 項 た だ し 書 の 総 務 大 臣 が 別 に 告 示 す る も の に つ い て は 、 適 用 し な い 。 

［ 一 略 ］ 

 二 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 は 、 次 の と お り で あ る こ と 。 

  ⑴ 伝 導 妨 害 波 の 電 流 及 び 電 圧 並 び に 放 射 妨 害 波 の 電 界 強 度 は 、 次 の （ 一 ） か ら （ 四 ） ま で 

   の 各 表 に 定 め る 値 以 下 で あ る こ と 。 た だ し 、 通 信 線 又 は そ れ に 相 当 す る 部 分 が 一 の 筐 体 内 

   に 収 容 さ れ て い る 場 合 は 、 （ 三 ） の 規 定 は 、 適 用 し な い 。 

 ［ （ 一 ） ～ （ 三 ） 略 ］ 

  （ 四 ） 通 信 状 態 に お け る 放 射 妨 害 波 の 電 界 強 度 

 

（ 漏 え い 電 界 強 度 等 の 許 容 値 ） 

第 六 十 条 ［ 同 上 ］ 

 

［ 一 同 上 ］ 

  二 ［ 同 上 ］ 

   ⑴ ［ 同 上 ］ 

 

 

 ［ （ 一 ） ～ （ 三 ） 同 上 ］ 

  （ 四 ） 放 射 妨 害 波 の 電 界 強 度 

    ［ 表 略 ］ ［ 表 同 上 ］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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附  則 

（ 施 行 期 日 ） 

１  こ の 省 令 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 

（ 経 過 措 置 ） 

２  こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に 指 定 を 受 け て い る 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 の 型 式 の 指 定 又 は 設 置 許 可   

 は 、 こ の 省 令 の 施 行 後 に お い て も な お そ の 効 力 を 有 す る 。 

３  こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に さ れ て い る 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備 の 型 式 の 指 定 の 求 め 又 は 設 置 の 求 

 め の 審 査 は 、 な お 従 前 の 例 に よ る こ と が で き る 。 

 
 


